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（1）自然災害（地震・津波・豪雨災害等）対策の強化�

連合静岡　政策集　 |

南海トラフを震源とする大規模な地震・津波災害
が発生する危険性があることから、基幹道路や橋梁、
港湾などの防災対策が急がれる。また、ＴＯＵＫＡ
Ｉ－０（ゼロ）※事業に代表される一般家屋や公共
施設の耐震化率の向上など、地震・津波対策に対す
るハード対策を継続して行う必要がある。【図 1】

近年、洪水や土砂災害を引き起こす大雨や短時間
豪雨の回数が増加し、全国各地で浸水被害が頻発し
ている。【図 2】また、2021 年 7 月には熱海市伊
豆山で大規模な土砂崩れも発生し、多くの人命が奪
われた。行政に対し、県民の命と財産を守るため、
急傾斜地対策や河川整備、低地のかさ上げ、不法盛
り土対策などのハード対策を確実に実施するよう求
める。

エネルギーは、暮らしと産業を支える重要なイン

フラであり、災害発生時を含めて安定的な確保が求
められている。地域特性を踏まえた地産地消で再生
可能なエネルギーの導入率をさらに高め、災害時に
強い分散型エネルギー供給システムの構築が必要と
なっている。加えて、台風等による樹木倒壊を起因
とした停電を回避するため、関係行政と電力会社と
が協力し、予防伐採を計画的かつ継続的に行うべき
である。

静岡県としては「静岡県国土強靭化地域計画」を
確実に実行し、各市町においても防災・減災対策を
最優先課題として取り組むように求める。
※ＴＯＵＫＡＩ―０（ゼロ）
　昭和 56 年 5 月以前に建築された木造住宅は新基準に照らすと
耐震性が不十分とされるため、該当住宅に住んでいる県民を対象
に無料の耐震診断や耐震補強工事に補助金が受けられる制度。耐
震診断は 2024 年度、補強工事補助金は 2025 年度まで。

総合的な防災・減災対策1

県民の命を守る危機管理体制の強化Ⅰ
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【図 1】 住宅の戸数と耐震化率の推移（住宅・土地統計調査より推計）

出所：国土交通省水害 2023

出所：静岡県くらし・環境部
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Ⅰ  県民の命を守る危機管理体制の強化

（2）災害時に機能する信頼性の高い情報の発信�

|　連合静岡　政策集

災害発生直後の各種警報・注意報の受信手段と
して、テレビやラジオなどが上げられるが、最近
ではスマホを活用した防災に関する県及び市町の
公式アプリをダウンロードすることによって、よ
り身近でタイムリーな情報を受けられる状況と
なっている。この防災アプリを周知し、ダウンロー
ドを促進することが重要となる。【図 1】 

防災アプリ以外にも、静岡県が運用している豪
雨災害時の河川水位などの情報がわかるサイポス
レーダー※や、遠隔操作のカメラによる管理河川
のリアル映像は地域住民による自発的な避難行動
につながるため、防災アプリ同様に周知が必要で
ある。

被災後に必要な情報としては、避難所の開設や
運営状況、感染予防対策、支援物資の提供、ボラ

ンティアの受入れ状況、罹災証明の発行や仮設住
宅への入居といった行政への各種手続きの申請方
法などが上げられる。これらの情報は避難所利用
者だけでなく、地域住民にも発信することが不可
欠である。

過去の大規模災害でも、ＳＮＳ上での間違った
情報発信によって被災者が混乱したケースが報告
されている。誰もが不安になる災害発生時こそ、
行政からの必要かつ信頼性の高い情報を発信する
ことが肝要であり、県及び市町には災害発生時の
信頼性の高い情報の発信を求めていく。
※サイポスレーダー
　洪水や地震に対する防災対策として、河川や海岸の堤防や護岸
整備に加え、大雨時等の土木防災情報を総合的に集約化し、迅速・
的確な判断を支援する水防用システム（通称サイポス：SIPOS）

総合的な防災・減災対策1

【図 1】　災害が起こった時に充実してほしい情報

出所：内閣府「防災に関する意識調査」(2022 年 4 月）
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（3）地域防災力の強化�
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大規模災害発生時、広範囲に被災した場合は消
防や警察、自衛隊といった公的機関が活動する
範囲は限定される。日頃からの地域による「共助」
と、自らの防災意識を高める「自助」の意識を
持つことが重要である。【図 1】

とりわけ、災害発生時に立ち上がる地域避難所
は、地域住民による自主運営が原則となるため、
運営マニュアルの作成や定期的な改訂と日頃か
らの立ち上げ訓練が欠かせない。このマニュア
ルの作成にあたっては、年齢・性別・障がいの
有無などにかかわらず幅広い視点を取り入れる
べきであり、県及び市町に対し運営マニュアル
の作成・改訂時の参画を求めていく。

地域における防災リーダーとなる人材育成も課

題である。現在制度化されているふじのくに防
災士の増員や、次代の担い手となる中学生を対
象としたジュニア防災士の育成と、行政と防災
士または防災士間の連携強化などが今後の課題
となる。

近年、消防団員の高齢化と団員数の減少が課題
となっている。火災や自然災害発生時に初動対
応する消防団の存在は地域に安心をもたらせて
おり、消防団体制の維持と団員確保に向けた取
組みの強化が不可欠である。【図 2】
「自らの地域は住民で守ることが原則」という

県民意識の高揚は継続して取組むべき課題であ
り、自治体および町内会単位での各種防災イベ
ントの拡充を求めていく。

総合的な防災・減災対策1

【図 2】 　県内消防団員数の推移
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【図 1】　令和 5 年度（2023 年度）南海トラフ地震に関する県民意識調査
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（1）犯罪・火災のないまちづくりの推進�

静岡県の 2023 年刑法犯認知件数は 15,612 件
で、前年に比べ 1,380 件増加した。罪種別で見ると、
全ての罪種において増加し、凶悪犯　177 件（+66
件）、粗暴犯 1,929 件（+92 件）、窃盗犯 10,145
件（+1,095 件）、知能犯 848 件（+90 件）、風俗
犯 306 件（+37 件）となり、全刑法犯認知件数の
約 65.0％を窃盗犯が占めている（静岡県警察）。

静岡県内の特殊詐欺被害件数及び被害額は、
2023 年度 353 件、7 億 5,938 万円となっている。

【図 1】預金小切手等を活用した特殊詐欺被害防止
対策プラン（預手プラン）の導入など、一定の被
害防止効果があったが、件数 , 被害額ともに高止ま
りの傾向にある。

犯罪を未然に防ぐため、警察官数の確保と機能的
な配置とともに、県民一人一人の防犯意識を高める

ことが重要であり、警察による広報活動の一層の強
化が期待される。また、地域における見守り運動の
推進など、抑止効果を高める施策の拡充が期待され
る。あわせて、犯罪被害者の心身の負担軽減のため、
犯罪被害者の支援体制を整えることが求められる。

総務省消防庁の発表によると、2023 年 1 年間の
静岡県内の出火件数は 970 件（人口 1 万人当たり
の出火率；2.67）であり、2022 年と比べ件数で
+62 件、　出火率は +0.19 となった。【図 2】2024
年 1 月に発生した能登半島地震では、輪島市を中
心に大規模火災で多くの人命が失われており、自
然災害に対する備えと同様に、県民に対する火災
予防のための啓蒙活動を行う必要がある。

安全な生活環境の確保2

|　連合静岡　政策集

【図 2】  静岡県内の出火件数
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【図 1】　静岡県内の特殊詐欺被害件数及び被害額

出所：静岡県警察本部
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（2）交通事故防止対策の充実�
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静岡県警がまとめた 2023 年の交通事故発生状
況によると、県内で発生した人身交通事故件数は
1 万 8,662 件で 3 年連続で 2 万件を下回り、 死者
数は 70 人で 3 年連続の減少、過去最少を更新し
た。【図１】 また、高齢者が関わる交通事故件数は
7,165 件と前年より 469 件増加したものの、高
齢死者数は、39 人と過去最少となった。警察お
よび関係機関による取組みが奏功しているが、引
き続き、交通事故多発個所の安全対策を進めると
ともに、県民とりわけ高齢者に対する交通安全意
識の高揚のための広報活動を進める必要がある。

全国的には高齢化社会の加速に伴って、高齢ド
ライバーの運転操作ミスによる事故は増加してい
る。行政は運転免許の自主返納を促しているが、
過疎地などで運転せざるを得ない環境下にある高

齢者にとっては返納後の交通手段の確保が課題で
あり、行政に対し地域公共交通の充実を求めてい
く。【図 2】

2023 年 3 月警察庁のまとめによると、全国で
自転車乗車中に死亡した人の数は 2023 年 346 人
となり、前年より 7 人増加した。2022 年 4 月に
改正された道路交通法では、ヘルメットの着用が
努力義務となっているが、自転車運転中の死亡事
故のうち、ヘルメット未着用者の致死率は着用者
の 1.9 倍とのデータもあることから、着用促進の
取組み強化が求められる。

悲惨な飲酒運転による死亡事故は年々減少傾向
（2023 年は 112 件）にあるが、根絶には至って
いない。さらなる厳罰化や官民挙げての飲酒運転
撲滅活動への取組みの強化を求めていく。

安全な生活環境の確保2

【図 1】　静岡県内の交通事故発生状況の推移
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出所：警察庁交通局

出所：警察庁交通局
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ジェンダー平等・多様性社会の実現

�

|　連合静岡　政策集

連合静岡として 2011 年より男女共同参画推
進計画に取り組んできたが、今もなお固定的性
別役割分担意識の払拭には至っていない。連合
静岡はすべての政策にジェンダー平等の視点を
横断的に取り入れ、性別・年齢・国籍・障がい
の有無・就労形態などにかかわらず、誰もが多
様性を認め合い、互いに支え合う、公正な職場・
社会の実現をめざす。引き続き男女平等参画を
推進するとともに、「真の多様性」に向けた法整
備、職場環境の改善などの取組みを展開する。

日本には約 8.9％の性的マイノリティに属する
人がいると言われている（2018 年民間調査）が

【図１】、いまだに学校や職場で差別的扱いを受
けるケースが散見されるため、人権擁護と差別
の禁止という観点から、このような事象はなく
していかなくてはならない。過去にも人の SOGI

（性自認、性的指向）を本人の了承を得ずに他の
人に暴露するアウティングによって自死する事

件も発生しており、アウティング禁止条例を制
定している自治体もある。

性的指向・性自認（ＳＯＧＩ）の尊重の観点か
ら、行政手続きでは LGBTQ ＋カップルに対し、
結婚に相当する関係として認めるなど、性的マ
イノリティ同士がパートナーとして生活できる
ことを公的に認める「パートナーシップ宣言制
度」が静岡県および県内 4 市で制定されている

（2024 年 3 月時点）。今後は提供されるサービ
スの拡充や県制度でカバーできないメニューの
改善を求めていく。

女性が抱える困難な問題やその背景、心身の状
況などに応じた最適な支援を受け、自立のため
の援助などを包括的に提供する体制整備を目的
に、2024 年 4 月に「困難な問題を抱える女性
への支援に関する法律（困難女性支援法）」が施
行された。国と基礎自治体の緊密な連携により、
法の実効性を確保する必要がある。

1

Ⅱ 　一人ひとりが尊重された「真の多様性」が根付く職場・社会の実現

【図 1】　日本の性的マイノリティの割合

出所：電通ダイバーシティ・ラボ「LGBT 調査 2018 結果報告」

＜ 2024.6.9　はままつレインボープライドの様子＞

撮影：連合静岡

＜静岡県パートナーシップ宣誓制度のチラシ＞

出所：静岡県くらし・環境部 男女共同参画課
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誰もがいきいきと働き続けられる職場づくり

�

連合静岡　政策集　 |

県内産業は様々な人材の活躍によって支えられて
いる。女性や高齢者、若者、障がい者、外国人、Ｌ
ＧＢＴＱ＋など、年齢や性別、国籍、障がいの有無
に左右されず、性的マイノリティ―も含めて誰もが
いきいきと働き続けられる社会をめざす。

すべての働く者が安心感を持ち、やりがいを感じ
られる職場・社会の実現をはかるため、あらゆるハ
ラスメントの根絶や差別・偏見の禁止、アンコンシャ
ス・バイアス（無意識の偏見）の自覚を促す取組み
を推進するとともに、固定的性別役割分担意識を払
拭させることが不可欠である。

2024 年「都道府県版ジェンダー・ギャップ指数」
（上智大学／三浦教授調査）では、男女の賃金格差や
企業・法人の役員・管理職の男女比などの 7 つの指
標から算出した「経済」の指数において静岡県は全
国で 42 位となり、昨年の最下位から脱出したもの
の依然として低水準である。【図 1】また、2023 年
5 月静岡労働局発表の年次・性別賃金の推移（静岡県）

では、所定内給与額は男性を 100 とした場合、女性
は 75.7 となっており、依然として男女間の賃金格
差が課題となっている。雇用の分野における性差別
の禁止に向けて、男女雇用平等法の実現に取組む。

政府は「異次元の子育て支援策」として、男性の
育児休業取得率の目標値（2025 年度までに 50％）
を示しており、2022 年度の全国平均が 17.1％とな
る中、静岡県は 21.8％と全国平均を上回っている。

【図 2】取組みの成果が表れていることは評価できる
が、国が掲げる目標値までは程遠いため、さらなる
取得率向上を推進するとともに、男女がともに仕事
と生活の調和がはかられるよう、さらなる育児・介
護休業法の改正が望まれる。

誰もがワークライフバランスを実現するためにも、
静岡県が掲げる「子育ては尊い仕事」の理念に基づ
き、働き方の見直しや仕事と育児・介護等の両立に
向け、県民意識を変えることや労使による労働環境
の整備に取組んでいく。

2

Ⅱ 　一人ひとりが尊重された「真の多様性」が根付く職場・社会の実現

【図 1】静岡県のジェンダーギャップ指数

出所：2024 年「都道府県別ジェンダーギャップ指数」

指数が
１に近づくほど
男女平等

【図 2】静岡県 男女別育児休業取得率の推移

出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」、「静岡県雇用管理状況調査（2022）」
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雇用・労働政策

（1）多様な雇用・就労形態の労働者の雇用安定と公正な処遇�

|　連合静岡　政策集

コロナ禍からの経済回復に伴う労働力不足が叫ば
れる中、非正規雇用で働く労働者は増加している。
2024 春闘では県内 128 組合の平均妥結額は加重
平均で 14,179 円、賃上げ率 4.46％（連合静岡調べ）
となり【図 1】、物価も賃金も上がる好循環社会に
近づきつつあるものの、労働組合のない職場で働
く非正規労働者からは「正社員と比べて賃上げの
恩恵が享受できていない」との声が多く寄せられ
ている。依然として物価上昇分に賃上げが追い付
いていない現状を鑑み、すべての働く者の賃上げ
に向けた政策実現が求められる。【図 2】

有期雇用、パートタイム、派遣等の労働者の不合
理な待遇の解消をめざすために制定された「パー
トタイム・有期雇用労働法」の趣旨が県内のあら
ゆる職場で理解され、雇用形態にかかわらず社会
的に弱い立場にある労働者が安心して働き続けら
れる職場環境をめざす。【図 2】

2023 年 4 月に成立した「特定受託事業者に係る
取引の適正化等に関する法律（フリーランス法」）
が 2024 年 11 月１日までに施行される。フリーラ
ンスの場合、実際は労働者と同じ働き方をしてい
ても、契約形態が異なるだけで業務中のケガや私
傷病により業務遂行ができなくなった際、労災や
傷病手当金の申請ができず、労働者としての保障
がされないという課題がある。労働基準関係法令

（安全衛生、育児介護、労災保険、最低賃金）にお
ける労働者性については、契約形態ではなく実態
としてどのような働き方をしているかに基づき適
正かつ迅速に判断を行うことが必要である。フリー
ランスとして働く者が無用なトラブルに巻き込ま
れることのないよう、積極的な情報発信と、行政
に対して相談体制および相談対応の強化を求める。

1

働くことを軸とする安心社会の実現Ⅲ

【図 1】　連合静岡加盟組織の春闘妥結状況

出所：連合静岡中小労働対策局 
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雇用・労働政策

（2）労働環境の整備促進�

連合静岡　政策集　 |　

連合本部の調査によれば、連合加盟主要組合の年
間総労働時間は、2022 年度実績で 1,992 時間（2021
年度実績；1,985 時間）であり、前年比プラスとなっ
た。一方、年次有給休暇（以下年休）取得状況を見
てみると、平均取得率、取得日数ともに 2014 年度
以降は改善傾向にある。年休取得状況が改善傾向に
あるにもかかわらず、年間総労働時間が増加してい
るのは、時間外労働時間の増加が一因である（2022
年度；243 時間、2021 年度；234 時間）。職場実態
に応じた要員配置やＤＸを活用した仕事の進め方の
見直しなど、労使による点検を積極的に行う。【図 1】

長時間労働となる傾向が強い業種は「運輸業、郵
便業」、「宿泊業、飲食サービス業」、「教育・学習支
援業」となっている。【図 2】

2024 年 4 月から「自動車運転の業務、医師、建設業」
に時間外労働の上限規制が適用された。 これを機に、
適正な労働時間管理の徹底と合わせ、注文者や発注
者、荷主から消費者に至るまでサプライチェーン全

体で労働時間短縮の取組みを進める必要がある。特
に、我々消費者が「既存のサービスは当たり前」と
いう認識を払しょくし、サービス提供の裏には多く
の労働者がいることを常に認識しなくてはならず、
消費者の意識改革を進める。

県が 2023 年 3 月より取り組んでいる「ふじのく
に健康づくり推進事業所宣言制度」は、企業や事業
所が従業員の健康管理や維持・増進のための具体的
な取組目標を宣言し、その取組を県が支援するもの
であり、働く者の健康増進による労働生産性の向上
や、労働災害の防止、企業のイメージアップにつな
がるなど、企業、労働者双方にとってよい制度と言
える。県による周知活動の継続により、宣言企業が
増え、職場環境の改善につながることが望ましい。

誰もが働きやすい職場環境を整備するダイバーシ
ティ経営の考え方は企業の高評価につながるもので
あり、行政による関係セミナーの開催等を通じてさ
らなる拡がりが期待される。

1

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

【図 1】　年次有給休暇の取得推移

出所：連合「2023 年度労働条件調査」
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雇用・労働政策

（3）法に基づいた労働者保護ルールの徹底�

労働者を保護するため、法に基づく職場の安全
衛生対策の徹底や最低賃金の遵守、不当な解雇の
禁止などに取り組まなくてはならない。静岡労働
局に対しては、要員の増強等体制の充実を図るこ
とにより、各労働基準監督署管内の企業への指導
監督の強化を要請する。静岡県に対しては静岡労
働局と連携した県内企業への関連法令の周知や指
導監督の強化、労働者からの相談体制の充実を求
めていく。

労働関連法の遵守のためには、使用者、労働者
双方がワークルールそのものを理解しなくては
ならない。2022 年には連合「なんでも労働相談
ホットライン」への相談件数が約 2 万件となった。
相談の中には、ワークルールの知識があれば解決
できたであろう事例や、知識不足からトラブルと
なった事例も多く、ワークルールの知識取得の重

要性がますます高まっている。連合はワークルー
ル検定の受講を労働者だけでなく企業側へも積極
的にＰＲし、ワークルールの理解促進にも努めて
いる。関係機関と連携の上、受講者数をさらに増
やす取組を強化するとともに、県教育委員会に対
し、高校生に対する受講を授業の１つとして採用
するよう求め、、働く前に最低限の知識を習得さ
せる機会の創出に努める。

2023 年秋より、ワークルール検定の一層の普
及促進をめざすため、全国 47 都道府県のテスト
センターで受験可能なオンライン検定制度を導入
した。連合は今後も本検定制度の社会的ポジショ
ン向上などに積極的に関与・協力し、検定制度の
安定的な運営とワークルール知識の普及に貢献す
る。【図 1】

1

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

|　連合静岡　政策集

出所：日本ワークルール検定協会

〈 検定協会の啓発推進委員会メンバー 〉

相原　康伸（公社　教育文化協会理事長）
浅倉むつ子（早稲田大学名誉教授）
浅沼　弘一（金属労協事務局長）
安西　　愈（弁護士）
石田　　眞（早稲田大学名誉教授）
上西　充子（法政大学大学院今日中）
大福真由美（元電機連合書記長）
氣賀澤克己（元中央労働委員会事務局長）
澤田　潤一（日本生産性本部業務執行理事）
清水　信三（㈱ ANA 総合研研究所取締役会長）
鈴木　俊男（全 ILO 理事＜使用者側代表＞）
田川　博己（JTB　取締役　相談役）
南雲　弘行（元連合事務局長）
西谷　　敏（大阪市立大学名誉教授）
野田三七生（全情報労連中央執行委員長）
長谷川真一（元 ILO 駐日代表）
浜村　彰　（法政大学教授）
東　　明洋（全国社会保険労務士連合会専務理事）
平田　美穂（中小企業家同友会全国協議会政策広報局長）
宮里　邦雄（弁護士）
村木　厚子（元厚生労働事務次官）　　　　敬称略、五十音順

(2023 年 1 月 31 日時点）

【図 1】ワークルール検定
初級・中級受検者の推移と累計

出所：日本ワークルール検定協会
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雇用・労働政策

（4）あらゆるハラスメントの根絶�

連合静岡　政策集　 |　

労働施策総合推進法および男女雇用機会均等法の
中で、すべての事業主には、セクハラ、マタハラ、
ケアハラに加え、新たにパワハラに関する雇用管理
上の措置（防止措置）を講ずることが義務付けら
れている。しかしながら、連合静岡が日常受付け
ている労働相談では、ハラスメントに関する相談
が最も多く、2023 年度は 288 件で全体の 23.2％
となっている。厚生労働省が実施した「職場のハ
ラスメントに関する実態調査（2020 年）によると、
過去 3 年間でハラスメントを経験した人の割合は、
パワハラが 31.4％、カスハラが 15.0％、セクハラ
が 10.2％となっている。【図 1】。県に対し、相談
窓口の体制整備を継続するとともに、経営者を対
象にした労働法セミナーではハラスメント防止に
特化したカリキュラムを設定し、特に中小企業の
経営者に対して法改正の趣旨や防止策を周知する

よう求めていく。
特にカスタマーハラスメントは、近年大きな社会

問題になっている。連合が 2022 年に実施したア
ンケートでは、対策が取られていない職場の労働
者の 58.3％が心身に不調をきたしたと答えている。

【図 2】このような背景を受け、東京都では全国に
先駆けて 2024 年 10 月にカスタマーハラスメント
防止条例が制定された。本県でも関係者との協議
の場を設置するとともに、同条例の制定に向けた
検討を行うよう要請する。

あらゆるハラスメントを根絶し、誰もがいきいき
と働き続けられる就業環境の実現に向けて、県内
企業に対し、法令順守の必要性や対処方法の方針
を規定し、従業員に告知するとともに、相談窓口
の設置を徹底するなど、行政からの指導を強化す
るよう求めていく。

1
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【図 1】　過去 3 年間にハラスメントを受けた経験

出所：厚生労働省「職場のハラスメントに関する実態調査」（2020 年）

【図 2】　カスタマーハラスメントへの職場対応の有無と被害者の生活上の変化

出所：連合「カスタマーハラスメントに関する調査 2022」
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産業・経済政策

（1）既存企業の定着支援と新成長産業の誘致・育成�

|　連合静岡　政策集

静岡県の成長を支えてきた製造業が直面する課
題として、デジタル化への対応に加えて、人口
減少・少子高齢化の進行による市場規模の縮小、
人手不足、産業構造の転換、カーボンニュート
ラルへの対応、グローバル化の進展など多岐に
亘っている。既存企業が事業継続のために直面
する様々な課題に対し、国や県などの行政によ
る支援を求めていく。【図 1】

産業構造の変化に対応するには、人的投資、設
備投資、研究開発などが不可欠である。人材不
足が顕著となる中、企業における人材育成・能
力開発の必要性が高まっているが、日本企業の
能力開発費は国際的に低い水準であり、課題に
直面しているにもかかわらず減少傾向にある。
特に自社による教育が困難な企業に対しては、
静岡県立工科短期大学校などでのリスキリング

（学び直し）機会を紹介するなど、中小企業の人

2

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

材育成を支援していく。
将来の静岡県経済を支える産業の誘致と育成

も重要である。県が進めている成長分野の医療、
ロボット、宇宙航空、CNF、次世代自動車等に
関わる企業の県内定着のための支援や、市町と
連携した関連企業の誘致などより、企業活動の
活性化が進むことが期待される。【図 2】

また、観光業も成長産業の 1 つであり、静岡県
の基幹産業に位置付けられている。業務効率化
や生産性向上に向けたデジタル技術の活用に対
する補助や人材確保策への支援、国内外富裕層
向け観光施策の拡充など、コロナ禍で経営が厳
しくなった観光業界を積極的に支えるとともに、
県として県内の観光資源の魅力を発信し、国内
旅行者に加えてインバウンドに対しても積極的
に PR を行うことにより、県内観光消費額の増加
につながることが期待される。【図 3】

【図 1】　静岡県産業成長戦略 2024 の概要

出所：静岡県経済産業部

ウィズコロナ、アフターコロナ時代の 「静岡県産業成長戦略 2021」 骨子静岡県産業成長戦略 2024
 危機対応から成長への好循環　～ 県内投資の拡大とイノベーションの加速化 ～

【重点テーマ】人口減少社会での高成長の実現　　                          　
 施策１ 産業人材の確保・育成・リスキリング　               　　　　　　                  P.11
　　　① 先端知識と技術を持つ人材の確保・育成
　　　② 多様な人材の確保と働きやすい職場環境づくり
 施策２ 活力ある多様な企業の集積　  　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　  P.15    
　　　① スタートアップ支援戦略の推進
　　　② ダイナミックな企業誘致
 施策３ ＧＸの推進　　                                                      　　　　　　　　　   P.20
　　　① エネルギーの多様化と脱炭素化の推進
　　　② 循環型社会への転換 
【基盤的取組】 持続可能な地域経済の実現                                                          　
 施策１ 国内外市場での競争・成長を目指す取組への支援（スケールアップ型） P.27
      ① 本県経済を強力に牽引するリーディング産業の育成

 施策２ 地域経済での持続的な成長を目指す取組への支援（パワーアップ型）  P.35
　　　① 事業の付加価値向上と地域課題への取組推進
　　　② 地域の魅力を活かしたブランド力強化

【図 2】　静岡県への企業立地件数の推移 【図 3】　静岡県観光交流人口の推移

出所：静岡県経済産業部
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産業・経済政策

（2）地域経済を支える中小企業への支援強化�

連合静岡　政策集　 |　

県内企業の約９９％は中小企業であり、地域経済の
大きな担い手となっている。中小企業を取り巻く環境
は年々悪化しており、原材料やエネルギー価格の急騰
による生産コストの増加が十分に価格転嫁されず、さ
らに人材確保のために防衛的賃上げをしなくてはなら
ない企業も多く、経営的に苦しい状況に置かれてい
る。本県経済の根幹を支える中小企業が抱える課題に
対し、県内経済団体と連携の上、資金面や技術面およ
び販路拡大の機会提供などの公的支援の継続を求めて
いく。

特に、中小企業を支援する目的で制定されたパート
ナーシップ構築宣言について、県内の事業所数に対
する登録企業数は１．５％程度（2024 年 3 月末時点）
であり、未宣言企業のうち、連合静岡加盟労組の企業
に対しては労使協議等の場において宣言の必要性を求
める。また、県の調査では物価高騰等に対する価格転
嫁の状況について、すべて転嫁できている企業の割合

はわずか 9.4％で、まったく転嫁できていない割合は
27.0％にも上っている。【図 1】県に対し、パートナー
シップ構築宣言にうたわれている内容の実効性を県内
企業に周知するよう求め、適正な取引と価格転嫁を実
現し、中小企業に働く労働者の処遇改善につなげる。

連合はすべての自治体において中小企業振興基本条
例を制定をめざしている。県内市町では 23 市町にと
どまっている（2024 年 3 月末現在、連合静岡調べ）。
推薦（支持）市町議員の協力を得ながら、未制定の市
町での制定を促し、制定済みの市町に対しては規定さ
れている施策を確実に実行するよう求める。【図 2】

2021 年 2 月静岡県議会にて「事業者を守り育てる
静岡県公契約条例」が制定された。2024 年 3 月時点
で県内市町では依然として公契約条例は制定されてい
ないため、すべての市町において公契約条例が制定さ
れるよう、県および市町への働きかけを行う。

2
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【図 2】　県内自治体（県を含む）における中小企業振興基本条例　制定状況 (2024 年 3 月現在 )

【図 1】　県内企業の物価高騰等に対する価格転嫁の状況

出所：静岡県経済産業部

○エネルギー、原材料、人件費の高騰について、
８割を超える企業が影響を受けている。

○全て転嫁できている企業の割合は9.4％、全く
転嫁できていない企業の割合は27.0％であった。

○「５割」以上の価格転嫁をできた企業の割合は、
製造業62.3％、非製造業41.8％と乖離があった。

県内企業の物価高騰等に対する価格転嫁の状況

出典：令和５年度　価格転嫁・パートナーシップ構築宣言に係る実態調査（R5.12月産業政策課実施）　ｎ＝922
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R5.12月時点

【制定済みまたは制定見込み】
　静岡県、静岡市、浜松市、沼津市、三島市、富士宮市、島田市、
　富士市、磐田市、焼津市、掛川市、藤枝市、御殿場市、裾野市、
　伊豆市、御前崎市、菊川市、袋井市、伊豆の国市、
　牧之原市、松崎町、清水町、小山町、
　川根本町、森町 制定済みまたは制定見込み（県を含む）

　　25 ／ 36

出所：連合静岡調べ
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産業・経済政策

（3）労働力不足に対応するための人材確保策の推進�

|　連合静岡　政策集　

県内出身大学生の U ターン就職率は 2020 年度
36.7％、2021 年度 35.7％、2022 年度 34.2％で
推移しており（しずおか産学就職連絡会発表）、県
としてさまざまな施策を展開しているものの、進学
等で県外に流出した若者の多くが県内企業に就職
していない状況にある。【図 1】若者のＵターンが
進まない理由は多種多様であり、幼少期からの地
元愛の醸成や、若者にとって魅力あるまちづくり、
地元企業の情報発信の強化など、取り組むべき課
題が多い。県による部局横断的なプロジェクトチー
ムの立ち上げなどにより、若者のＵターンを促進
する取組みの強化が望まれる。

高年齢者雇用安定法では使用者に対し 65 歳まで
の雇用確保策として、「65 歳までの定年引上げ」「継
続雇用制度の導入」「定年制の廃止」のいずれかを
義務付けており、70 歳までの就業確保が努力義務
となっている。年齢にかかわりなく高いモチベー
ションをもって働けるためには、働きの価値に相応

しい処遇の確立が必要であり、企業に対して高齢者
がいきいきと働ける職場環境の実現を求めていく。

障害者雇用については、雇用者数・雇用率とも
に着実に進展しているが、法定雇用率達成企業は
55.4％にとどまっている（2023 年 6 月静岡県発
表）。企業にとっても障がい者を受け入れ、適材適
所に配置することは、人材不足解消だけでなく企
業の CSR にも貢献できる。企業と働く意欲のある
障がい者のマッチングと定着を進め、障がい者が
活躍できる社会の実現をめざす。【図 2】

連合本部が実施した外国人労働者向け労働相談で
は、ハラスメントや雇用契約に関するものが多く、
言葉の問題だけでなく、使用者が外国人労働者を
単なる労働力として捉え、生活者としての尊厳を
軽視する姿勢が見て取れる。多言語化による相談
窓口の充実とともに、使用者に対し、セミナーな
どを通じて関連法令の遵守と外国人労働者を雇用
する上での留意点を理解させることが重要となる。

2
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【図 1】　県内出身大学生のＵターン就職率

出所：静岡県経済産業部

35.3%

36.7%

35.7%

34.2%

32.5%

33.0%

33.5%

34.0%

34.5%

35.0%

35.5%

36.0%

36.5%

37.0%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

【図 2】　静岡県障害者雇用率（民間）

出所：静岡県経済産業部

2.15%

2.19%

2.28%

2.32%

2.37%

2.00%

2.05%

2.10%

2.15%

2.20%

2.25%

2.30%

2.35%

2.40%

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度



15

社会保障政策

（1）「全世代支援型」社会保障制度の充実�

連合静岡　政策集　 |　　

すべての人が必要な社会保障サービスを確実に
受けられるよう、国や県と連携し、福祉政策を推
進する。

地域医療を確立するため、医師や看護師といっ
た医療人材を確保するとともに、医療機能の役割
分担と連携の推進が必要であり、圏域によっては
脆弱さが指摘されている救命救急医療体制の再構
築も急がれる。医療現場に負担をかけない適正な
受診を促すため、県民に対する意識改革のための
啓蒙活動と合わせ、地域や勤務する医療機関の
ニーズに応じて仕事の内容を柔軟に変えながら活
躍できる総合診療医の育成について、県が主導的
立場となって推進することを求める。【図 1】

生活困窮者はコロナ禍では生活貸付制度を利用
し、ギリギリの生活で凌いだが、2023 年度から
は貸付金の返済に加えて物価高騰によってさらに
生活困窮となり、その結果、全国の 2023 年生

活保護申請件数は 2022 年から 7.6% 増の 25 万
5,079 件に上り、増加は 4 年連続となった。生
活困窮からの脱却のため、自立相談支援機関等に
よる生活相談や就労支援体制の強化が求められ
る。

経済的困窮や人間関係のトラブル等を理由に自
殺者が増えている。特に 30 歳代以上の男性が増
加しているため、いわゆる“働き盛り”世代に対し、
自殺予防に関する情報発信が欠かせない。また、
若年層の自殺者は横ばいであることから、LINE
等を活用した相談体制の充実など自殺者対策を一
層強化しなくてはならない。自死を決断する前に、
誰かに相談してみようと思わせる取組みが重要で
あり、公的機関や関係ＮＰＯなどによる相談体制
を充実させ、誰もが希望を持って生きられる社会
づくりを推進する。【図 2】

3
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【図 1】　静岡県の地域医療計画（概要）

出所：静岡県健康福祉部

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

第８次静岡県保健医療計画

（６年計画 2018～2023年度）

第９次静岡県保健医療計画

（６年計画　2024～2029年度）
第10次静岡県

保健医療計画

第９次長寿社会保健福祉計画
(第８期介護保険事業(支援)計画)

  介護保険計画

  の検討・作成

 次期保健医療

 計画  の検討・作成

  介護保険計画

  の検討・作成

第10次長寿社会保健福祉計画
(第９期介護保険事業(支援)計画)

第11次長寿社会保健福祉計画
(第10期介護保険事業(支援)計画)

第12次計画
（第11期計画）

保健医療計画
策定作業部会

改定 改定

同時改定

改定
診療
報酬

改定

介護
報酬

改定 改定

同時改定

改定

改定

  保健医療計画

  の中間見直し

 次期介護保険

 計画  の検討・作成

地域医療構想調整会議:地域医療構想の推進と検証
※2025年度以降の体制は国で検討中

・国の医療介護総合確保方針に基づき、保健医療計画と長寿社会保健福祉計画は、
整合性を確保しながら、同時に改定。

保健医療計画及び長寿社会保健福祉計画の計画期間

【図 2】　静岡県の自殺者の推移

出所：厚生労働省人口動態調査

本県の年齢階層別自殺者数（資料：「人口動態統計調査」・厚生労働省） 

歴 年 R 元年 R２年 R３年 R４年 Ｒ５年 

全国の自殺者数 19,425 人 20,243 人 20,291 人 21,252 人 21,016 人 

県内の自殺者 

人数（A） 564 人 583 人 539 人 605 人 609 人 

男性 428 人 403 人 363 人 442 人 434 人 

女性 136 人 180 人 176 人 163 人 175 人 

自殺の年齢内訳 

19 歳以下 22 人 17 人 20 人 20 人 23 人 

20 歳以上 59 人 75 人 60 人 56 人 57 人 

30 歳以上 67 人 79 人 60 人 74 人 74 人 

40 歳以上 100 人 112 人 93 人 96 人 97 人 

50 歳以上 98 人 89 人 92 人 136 人 121 人 

60 歳以上 79 人 76 人 71 人 73 人 81 人 

70 歳以上 81 人 89 人 85 人 90 人 99 人 

80 歳以上 58 人 46 人 58 人 60 人 57 人 

不詳 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 

※Ｒ５年度は概数値（確定値は９月中旬頃公表予定）
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社会保障政策

（2）地域包括ケアシステムの推進と介護人材確保のための取組強化�

|　連合静岡　政策集

人生 100 年時代を迎えた昨今、地域社会にお
いては高齢者の自立支援のため、集いの場づくり
が重要であり、住民主体の「通いの場」を運営す
るボランティアの育成や立ち上げ支援の継続が求
められている。

こうした超高齢化社会に対して様々な対応が必
要とされる中で、介護が必要になった場合、高齢
者の相談受付やケアプランの作成など、地域包括
支援センターが果たす役割とその機能の充実に対
する期待が大きくなっている。人材を確保した上
で体制を整備し、質の良いサービスを確保しなけ
ればならない。県内では 2023 年度、地域包括
支援センターが 160 か所以上設置されているが、
都市部に集中しており、市町と連携し、高齢化率
の高い過疎地域での設置も必要となる。

また、高齢者の受け入れ施設である特別養護老
人ホームや小規模多機能型居宅介護事業所などの
整備と介護人材確保にも継続して取組むべきであ
る。介護職員の賃金水準は、国主導で 2022 年
には介護報酬の臨時改定が行われたものの、依然
として全産業平均と比べて低く（月額 6.8 万円の
差）、有効求人倍率をみても平均 3.71 倍（2022
年）となっているなど、介護人材の処遇改善は喫
緊の課題である。【図 1】事業者に対し、業務負
担軽減のため、ＩＣＴを活用した事務作業の効率
化や介護ロボット導入などを求めるとともに、国
や県に対しては、事業者が取り組む介護職員の処
遇改善策について、必要な技術面でのアドバイス
や財政的支援を要請する。

3

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

〈 地域包括ケアシステムのフレーム図 〉

出所：静岡県健康福祉部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※概ね 30 分以内に必要なサービスが提供される日常生活圏域（具体的には中学校区）を単位として想定 

【図 1】　介護職員の賃金推移
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社会保障政策

（3）子ども・子育て支援制度の着実な実施�

連合静岡　政策集　 |　

将来の静岡県を支える子どもへの投資は重要で
あり、妊娠前から妊娠期、子育て期まで良質か
つ適切な医療福祉、教育等を提供し、社会総が
かりで子どもを支援する体制を構築しなければ
ならず、子育て世代の負担軽減が実現できる社
会をめざす。

働きながら子育てをする労働者のために、企業
などの勤務先に対しては、子育て支援制度の導
入や拡充を求めるともに、依然として低い男性
の育児休業の取得率向上を促す必要がある。ま
た、仕事と育児の両立の観点からも、県と市町
が連携し、すべての希望者が保育所や放課後児
童クラブを利用できる体制を整え、待機児童解
消をめざしていく。

保育士確保に関しては 2024 年 6 月に「少子
化対策関連法」が成立し、「こども誰でも通園制
度」が 2026 年 4 月から全国で開始されること
になったことから、今まで以上の人材不足が予
想される。県内の保育士養成機関の卒業生が県
内保育所に就職するための仕組みづくりや、潜
在有資格者へのアプローチを強化し、復帰意欲

のある人が安心して現場復帰できる体制の充実
が必要である。【図 1】

親の経済状況による子どもの貧困が社会問題に
なっており、さらに、ヤングケアラー問題も顕
在化している。これらの問題の解決のため、生
活困窮者世帯の親に対する就労支援や生活上の
課題に対する相談体制を拡充させ、またヤング
ケアラーについては、自治体による実態調査の
実施と、調査結果に基づく行政、学校、地域に
よるサポート体制を構築する。【図 2】　

学校給食法では、国や地方公共団体の責務とし
て、学校給食に必要な施設やその整備に関する
経費は地方自治体が担っており、食材等の運営
の経費（学校給食費）は利用者である受益者（保
護者）負担である。全国の自治体の中には、学
校給食を完全無償化する動きも出てきているが、
本来は国の負担によって全国一律無償化するこ
とが望ましい。地域の実態調査や研究を行い、
国に対し、早期の学校給食の無償化の実現を求
めていく。

3

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

【図 2】　貧困率の年次推移

出所：内閣府　2023 年国民生活基礎調査
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【図 1】　静岡県保育士の人数推移
保育所と幼保連携型認定こども園における保育士の必要見込数と従事者数

（単位：人）

必要見込数 従事者数 必要見込数 従事者数 必要見込数 従事者数 必要見込数 従事者数 必要見込数 従事者数

9,296 7,027 9,468 6,816 9,597 6,808 9,523 6,831 9,556

充足率(従事者数／必要見込数)

5,494 5,286 5,580 5,798 5,638 6,099 6,507 6,640 6,520

充足率(従事者数／必要見込数)

区　　分

幼保連携型認定こども園

96.2% 103.9% 108.2% 102.0%

－

－

－

－

保育所

75.6% 72.0% 70.9% 71.7%

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

出所：静岡県健康福祉部
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社会保障政策

（4）障がい者が地域で尊厳をもって生活する権利を保障した共生社会の構築�

|　連合静岡　政策集

障がいがあることを理由とした差別はあっては
ならず、障がい者が地域で健常者とともに不自由
なく生活できる社会の構築が不可欠である。

2021 年に障害者差別解消法が改正され、2024
年 4 月 1 日からは事業者も合理的配慮が義務化
された。 努力義務から義務へと変更され、すべ
ての事業者は合理的配慮を行わなくてはならず、
企業は障がいのある人それぞれの適性に応じた対
応を行わなくてはならない。法改正の機会を踏ま
え、障がい者に対する県民および企業のさらなる
理解・協力・サポートが必要であり、障がいの有
無で差別されることのないインクルーシブ（包摂
的）な社会の実現をめざす。

重度心身障がい児（者）を受入れ可能な医療型
短期入所サービス施設を増やすことにより、家族

の心身の負担軽減を図る。
障がいのある人の重度化や高齢化、親亡き後の

生活を見据え、地域生活支援拠点であるグループ
ホームの整備を促進し、障がい児（者）とその家
族が将来にわたって安心して生活し続けられるよ
う、県民に対する共生社会の理念の周知と、公的
機関や民間ＮＰＯなどによる必要な支援を充実さ
せなくてはならない。

福祉的就労施設で働く障がい者の賃金水準のさ
らなる向上が理想である。障がい者就労支援施設
で作られた福産品の受注拡大を促進するため、官
民一体となり障がい者が作製する福産品のオンラ
インによる販売網の整備や、地域による積極的購
入を促進し、社会全体で障がい者の自立をサポー
トしていく。

3

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

〈 障害者差別解消法のパンフレット 〉 〈 ふじのくに福産品購入促進用チラシ 〉

出所：内閣府 出所：静岡県健康福祉部

令和6年4月1日から
合理的配慮の
提供が義務化
されます！

令和6年4月1日から
合理的配慮の
提供が義務化
されます！

障害者差別解消法が変わります！

   目　次
• 表紙…………………………………………  １
• 共生社会の実現に向けて…………………  ２
• 合理的配慮の提供とは……………………  ４
• 「合理的配慮」には対話が重要です！……  ６
• 不当な差別的取扱いとは…………………  ８
• 障害のある人へ適切に対応するための
チェックリスト…………………………… 10
• 困ったときは……………………………… 12

行政機関等 事業者

不当な差別的取扱い 禁止 禁止

合理的配慮の提供 義務

改正後

令和 3 年に障害者差別解消法が改正され、事業者による障害のある人への
合理的配慮の提供が義務化されました。
障害のある人もない人も、互いにその人らしさを認め合いながら
共に生きる社会の実現に向け、事業者の皆さまもどのような取組ができるか、
このリーフレットを通じて考えていきましょう！

努力義務
⇒義務

※代金はお申し込み期限までに上記口座にお振り込みください。振込手数料はオールしずおかベストコミュニティで負担いたします。
※企業・団体で一括振込の場合は、「イッピン 企業・団体名」と記載してください。
※個人でお振込の場合は、受注後「企業・団体番号」を取りまとめ担当者様にお知らせしますので、お名前の前に番号を付けて
お振り込みください。
詳細については県ＨＰを御確認ください。「静岡県 一人一品運動協力隊」で検索いただくか、下記ＵＲＬからアクセスできます。
https://www.pref.shizuoka.jp/sangyoshigoto/shuroshien/shuroshien/1040127/1003000/1023645.html

３０ 木９ 10 31 ２９11月
第1回11月上旬頃 第2回12月上旬頃 第3回2025年1月上旬頃

第1回 第2回 第3回

ゆうちょ銀行〇八九支店 当座口座135396 トクヒ）オールシズオカベストコミュニティ
静岡銀行 本店営業部 普通1529519 トクヒ）オールシズオカベストコミュニティ

【代金お振り込み先】

【お問い合わせ（募集・お申し込み・納品について）】
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社会保障政策

（5）過去の経験を活かした新たな感染症発生時の対応�

連合静岡　政策集　 |　

2020 年１月に国内で初めて感染者が確認され
た新型コロナウイルス感染症は我々の生活様式
を一変させた。行動制限を余儀なくされ、経済
活動も停滞するなど、過去に経験したことない
社会現象となった。政府は 2023 年 5 月に新型
コロナウイルスの感染法上の分類を季節性イン
フルエンザと同じ「5 類」に引き下げ、すでに新
型コロナウイルスは特別な感染症ではなくなっ
てきている。【図 1】

今後、新たな感染症が発生することも想定し
なくてはならない。この場合は、新型コロナウ
イルス感染で得られた知見を最大限生かし、特
に感染初期における水際対策や、地域で実務を

担う保健所での対策機能の早期立上げと応援体
制の事前確認、検査体制の確立、迅速なワクチ
ン接種、医療機関同士の連携体制の確立と訓練
の実施などの対応策が必要となる。また、免疫
機能を高めるためにはワクチン接種が効果的で
あり、安定的に安心なワクチンを提供するため、
国に対し、国産ワクチンの開発と提供を求めて
いく。

静岡県が 2023 年度に立ち上げた「ふじのくに
感染症管理センター」は今後発生する可能性の
ある新たな感染症に対処するための司令塔とな
る。この機関を中心に新たな感染症の流行に備
えた万全な防疫体制の構築を求めていく。【図 2】

3

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

【図 1】　新型コロナウイルスによる死亡者数推移

出所：静岡県健康福祉部
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【図 2】　ふじのくに感染症管理センターの概要

出所：静岡県健康福祉部
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その他

（1）持続可能で安全・安心な社会資本整備の推進�

|　連合静岡　政策集

道路や橋梁といった県民が日常使用する社会資
本の整備においては、公共性や社会性を重視しつ
つ、安全性確保のため、長寿命対策や老朽化対策
を進めていくことが求められる。加えて、慢性的
な渋滞は地域の社会経済活動にとって大きなマイ
ナスになるため、費用対効果を十分に検証しつつ
計画的な解消対策を実施すべきである。

公営住宅については、維持管理にかかる費用面
や人口減少、高齢化などの要素を踏まえた上で、
県営・市町営にとらわれず、総合的な運営方式に
転換するなど、公が行うべき住宅供給サービスの
あり方の見直しが必要である。

近年、慢性的な人手不足にあったバス・タクシー
事業は、コロナ禍や 2024 年問題も相まって、と
りわけドライバー不足についてはさらに厳しい局
面を迎えている。路線バスではやむなく運行ルー
トや本数を減とし、タクシー業界では運転手がコ

ロナ禍で大幅に離職した影響により、回復した需
要に供給が追い付いていない。公共交通に依存す
る割合の高い世代（高齢者や学生・子ども）の移
動手段がさらに制限されることから、地域公共交
通確保のため、2022 年度から検討を開始した「ふ
じのくに地域公共交通計画」を具体的に実行して
いかなくてはならない。交通事業者並びに市町と
連携の上、公共交通サービスの質を落とさない取
組みの強化が求められる。【図 1】

持続可能な水道事業を実現するため、水道事業
体における人材の確保・育成や老朽化した管路の
計画的な更新・修繕を行う必要があり、そのため
には広域化を含めた事業維持のための検討を進
め、災害時の復旧対応のリスクも含め、計画的な
更新による低廉で安全な水道水の供給が維持でき
る基盤づくりに取組むべきである。

4

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

【図 1】　ふじのくに地域公共交通計画の概要

出所：静岡県交通基盤部

④ 県全体の達成指標

基本的な方針 指標
達成指標（数値指標）

現状値 目標値
（2028年度）

地域の足を支える
公共交通の確保

1 県民一人当たりの公共交通機関利用回数 48回／人
（2020年度）

72回／人以上
（コロナ禍前より増）

2 地域間幹線系統に関する事業評価におけるA
評価の割合

60％
（2023年度）

70％以上
（10ポイント増）

乗りやすい、乗ってみたい
公共交通の提供

3 企画乗車券等の販売枚数 12.1万枚
（2022年度）

13.4万枚以上
（10％アップ）

4 GTFSデータ（経路検索アプリやサイトに掲載
されるのに必要なデータ）整備済み市町数

６市町
（2022年度）

33市町
(対象全市町で整備）

① 基本的な方針

② 公共交通のゴール

① 必要な時に、必要な場所へ
② 安全に、安心して
③ 迷わず、スムーズに
④ だれもが快適に
⑤ みんなが愛する地域の誇り

移動するのに
役に立つ

「将来、目指す姿」が実現した
際に私たちの暮らしがどのように変
化するかを踏まえ、計画の目標を
設定した。

「2050年の目指す姿を実現するためには、2028年（5年の計画期間）にはどうあるべきか」の視点か
ら、5か年の短期計画における基本的な方針を設定した。

（2050年）将来、目指す姿（具体化イメージ） 5か年（～2028年）基本的な方針【プラン編】

誰もが移動に困らない質の高いサービスの提供

持続可能な社会を支える公共交通

乗りやすい、乗ってみたい公共交通の提供

地域の足を支える公共交通の確保
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（2）多文化共生社会の実現�

連合静岡　政策集　 |　

2023 年 10 月 1 日現在の本県の外国人人口は、
99,004 人で前年に比べ 7,636 人増加し、県の総
人口に占める割合は 2.79％で、前年より 0.24 ポ
イント増加した（2023 年静岡県推計人口年報）。
外国人労働者数は 74,859 人（前年比 10.3% 増、
全国 9 位）となり過去最高を更新した。外国人労
働者を雇用する事業所数は 9,523 か所（前年比
5.6% 増、全国 9 位）でこちらも過去最高を更新
している （2024 年 1 月静岡労働局発表）。外国
人労働者の増加に伴い、地域コミュニティーにお
ける外国人との共生は今まで以上にその必要性が
高まっている。【図 1、図 2、図 3】

2019 年 10 月に静岡県が県内 1,695 社に行っ
た「静岡県外国人労働者実態調査」では、「技能
実習生の日本語能力が不十分なため、コミュニ
ケーションが上手くとれない」と回答している企
業が多い。また、連合が行った外国人労働者向け

の労働相談に寄せられた相談にはハラスメントや
雇用契約に関することが多く、これは言葉の問題
のみならず、使用者の外国人雇用に関する理解不
足が考えられる。

来日外国人労働者側にも、日本の文化や法律に
対する理解力向上を期待しつつも、使用者に対し、
外国人労働者を単なる労働力と捉えることなく、
彼らの尊厳を重要視し、仲間意識をもって受け入
れることを意識するよう求める。外国人県民への
差別や偏見をなくし、県が進める心のユニバーサ
ルデザイン（県民一人ひとりが相手の立場に立っ
て思いやりのある行動をすること）運動の浸透に
よって多文化共生社会の実現をめざす。

外国人労働者が気軽に相談できる体制整備も必
要であり、県および市町における多言語に適用し
た専門の相談窓口の機能を充実を求めていく。

4

Ⅲ 　働くことを軸とする安心社会の実現

【図 1】　在留資格別外国人労働者数の推移（全国）
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（3）環境保全と地球温暖化対策の推進�

|　連合静岡　政策集

地球温暖化対策のための 2050 年カーボンニュー
トラルへの対応は、社会総がかりで取り組むべき課
題であり、とりわけ産業界にとっては事業構造の転
換を強いられるほど大きな課題であると言われてい
るが、日本は諸外国と比べ、脱炭素対応への遅れが
指摘されている。政府は、2023 年 5 月に GX（グ
リーントランスフォーメーション）推進法を成立さ
せ、将来の日本におけるエネルギー政策の方向性を
定めた。

脱炭素への取組みが遅れることで、産業の競争力
が衰え、雇用にも影響が出るとの指摘もあることか
ら、産業政策とエネルギー政策の両面でカーボン
ニュートラルに取組むことが必要となる。【図 1】

脱炭素社会の実現に向け、省エネの推進や再生可
能エネルギーの導入拡大、技術革新、CO2 を吸収
する森林整備など、あらゆる手段を導入しなくては

ならない。あわせて、県民一人ひとりの意識改革も
重要であり、食品ロスの削減や買い物時のレジ袋の
使用自粛、プラスチックごみ削減など、環境を意識
したライフスタイルへの転換を進める。【図 1】

環境省が実施した一般廃棄物処理事業実態調査に
よると、2022 年度の静岡県の一般ごみ総排出量は
約 111 万 5 千トンで、前年度に比べ約 1 万 2 千ト
ン（1.1％）減少した。 県民の環境保全に対する意
識の高まりが見られるものの、廃棄物処理時には
CO2 が発生することや、最終処分場確保の課題も
あることから、徹底した３Ｒ（リデュース、リユー
ス、リサイクル）活動に取り組むとともに、県民一
人ひとりが地球環境にやさしい生活を送る意識を持
つよう、地域における環境教育の開催や、広報媒体
を活用した周知活動の推進を求めていく。【図 2】
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【図 2】　ごみの総排出量の推移（全国）

【図 1】　静岡県温室効果ガス排出量と削減目標（2030 年度）

出所：環境省「一般廃棄物の排出及び処理状況等（令和２年度）について」
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（4）教育の機会均等と学校の働き方改革による学びの質の向上�

連合静岡　政策集　 |　

就学前から高等教育まで、すべての教育にかかる費
用の無償化を実現するため、国に対し、必要な法整備
を求める。また、ＧＩＧＡスクール構想など教育のＩ
ＣＴ化に関わる情報アクセス環境の整備に対する国ま
たは県からの補助や、推進するための専門職員の配置
などに伴う費用の公費負担などを求め、時代とともに
変化している学び方 · 教え方への対応を充実させる。

日本国憲法で保障されている「ひとしく教育を受け
る権利」に基づき、いじめや虐待、貧困などの理由に
よって教育が受けられない事態は回避しなくてはなら
ない。教育現場の実態に応じ、スクールカウンセラー、
スクールソーシャルワーカー、スクールロイヤーなど、
課題解決に向けた人材配置の充実を求める。【図1,図2】

学びの質を向上させるには、教職員の多忙化を解消
させ、子どもと向き合う時間を確保することが不可欠
である。文部科学省による 2022 年度の「教員勤務実
態調査」では、今なお小学校教員の 14.2％、中学校教

員の 36.6％が過労死ラインに相当する「1 週間の総在
校等時間 60 時間以上」の実態にある。教職員定数の
改善を継続して求めることや、現在国が進めている部
活動の地域移行など、学びの質を向上させるための教
職員の働き方改革は一層強化すべき課題である。【図3】

学ぶ意欲があっても家庭の経済的理由や学費の値上
げ等で進学をあきらめる若者を救うため、奨学金制度
の改正は重要な意味合いを持つ。現在学生の 2 人に
1 人は奨学金を借りており、卒業後に返済ができない
という事態が発生している。国も給付型奨学金を受け
取れる人や、授業料減免の対象になる人を広げる方針
を掲げ、学生が学ぶ環境は改善しつつあるが、依然と
して制度が複雑であったり、諸外国に比べて給付額が
少ないなどの課題がある。引き続き、企業からの寄付
の促進などによる給付型奨学金制度の拡充を求めてい
く。
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【図 3】　1 週間の総在校等時間の分布

出所：文部科学省「教員勤務実態調査（2022 年度 · 速報値）

出所：静岡県教育委員会
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（5）民意を政治に反映させるための投票環境の整備�

|　連合静岡　政策集

国政選挙、地方選挙とも投票率の低下が深刻化
している。2023 年 4 月 9 日執行の県議会議員選
挙の投票率は 44.62％となり、過去最低を記録し
た（2019 年；46.85%、2015 年 47.88%）。 投
票率の低さは民意が政治に十分反映されていない
ことの裏付けであり、投票率向上のための方策は
行政が行うべき課題である。【図１】連合静岡が
2024 年 6 月に 30 歳未満の組合員組合員に対し
て行った若年層向け政治アンケートでは、「イン
ターネットで投票できたら投票しようと思う気持
ちが強くなる」との回答が最も多かった。【図 2】
有権者の投票機会の確保策として、国に対し、電
子投票制度の導入や郵便投票の簡素化などを求め
て行く必要がある。

国と県に関わる選挙の投開票実務は法定受託事
務であり、市町選挙管理委員会が行っているが、

期日前投票所の設置や投票日当日の投票会場の設
置数は市町判断によるため、投票機会の確保とい
う点では自治体間で差が生じている。連合静岡と
しては、各市町に対する行政要請に際し、移動投
票所の導入など投票しやすい環境整備を求めると
ともに、市町が行う投票環境整備に対し、国や県
による技術支援や財政支援など行うことを求めて
いる。

若年層の投票率が低いことを受け、組織内の若
者が投票に行かない理由を分析し、組織内の政治
に対する関心を高める取組みを充実させる。また、
県に対しては投票可能年齢が 18 歳に引き下げら
れたことを受け、若い年齢から政治参画意識が醸
成されるよう、私立高校も含めたすべての高等学
校において主権者教育の機会を設けるよう求めて
いく。
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【図 2】　若年層向け政治アンケート結果

Q19「選挙がどのように変われば投票に行こう · 投票に行くという気持ちが今よりも強くなりますか？（複数回答有）

出所：連合静岡政治局

出所：静岡県選挙管理委員会
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（6）住民サービスの質を落とさない持続可能な行財政運営の推進�

連合静岡　政策集　 |　

国自体が多額の国債に依存した予算編成を毎年
続けており、本来地方の税収入とすべきである
交付税が今後も確保されるかが懸念される。国
は各自治体間財源の不均衡を調整するための地
方交付税措置を維持し、地方自治体財政の底支
えを行うべきである。また、国からの交付税措
置等に依存しない税源移譲の比率を高め、地方
自治体の裁量で予算編成ができる地方財政計画
となるよう、財政面での地方分権を求めていく。

県及び各市町自治体の財政状況は、歳入面では
新型コロナウイルス禍から税収総額は復調しつ
つある一方、歳出面では社会インフラの老朽化
に伴う補修費、高齢者福祉関連の事業費等によ
り増加傾向にある。また、災害などの不測の事
態や年度間の財源不足分を、一般家庭の貯金に
あたる財政調整基金を取り崩す財政構造となっ
ており、各自治体の財政状況は決して楽観でき
る状況にはない。

各自治体の財政運営においては資源価格 · 物価
高騰の影響による人件費、燃料費、光熱費など
の経常経費は引き続き増加するものと予想され
るなかにあって、これまで以上に収支均衡を意
識した財政運営を行なうとともに、未利用財産
の積極的な利活用等による歳入確保、歳出面で
はあらゆる事業の必要性を再検証するとともに、
自治体 DX 等の導入や自治体間の広域連携などに
よる事務事業の効率化を視野にいれた健全な財
政運営に努める必要がある。【図 1】

そのうえで、県や各自治体においては、職員の
適正配置や教育は重要であり、特に大幅に不足
している土木 · 建築系技術職員や総合的な知識を
持つ職員の確保 · 育成に努め、質が高くかつ持続
可能な行政運営を推進すべきである。【図 2】
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34

を連合はめざしています。
詳細は「連合ビジョン」をご覧ください
https://www.jtuc-rengo.or.jp/about_rengo/
society/vision.html

連合は、働く者・生活者が

より働きやすい社会、くらしやすい社会、

誰一人取り残されることのない社会の実現をめざして、

政策提言を行っています。

　SDGsは、2015年9月に国連総会で採択された「持続可能な開発目標」（Sustainable�Development�
Goals）です。「誰一人取り残されない」を理念とし、2030年までに達成すべき17の開発目標（ゴール）で
構成されています。政府、民間企業や労働組合を含む市民社会組織等の参画により、世界規模で目標達
成に向けた取り組みが行われています。
　連合がすすめる運動は、ＳＤＧｓそのものであると表現しても過言ではありません。めざすべき社会像とし
て掲げている「連合ビジョン」や向こう2年間の運動方針、毎年の春季生活闘争、そして、本重点政策の実
現は、ＳＤＧｓ�17のゴールにつながるからです。
　連合は、ＳＤＧｓの達成に向けて、雇用や生活を守るために労働環境の改善・ワークルールの制定、すべ
ての働く人が安心・安全に誇りをもって働ける環境づくり、社会を構成する一員としての地域社会活性化の
取り組みなどを本重点政策の実現を通して進めています。

● 働くことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働条件の下、多様な働き方を通じて
社会に参加でき、社会的・経済的に自立することを軸とし、それを相互に支え合い、自
己実現に挑戦できるセーフティネットが組み込まれている活力あふれる参加型社会（働
くことを軸とする安心社会）

●    「 持続可能性」と「包摂」を基底に置き、年齢や性、国籍の違い、
障がいの有無などにかかわらず多様性を受け入れ、互いに認め
支え合い、誰一人取り残されることのない社会

連合がめざす社会像

ＳＤＧｓと重点政策の関係について
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■�政策・制度�要求と提言
 本冊子に掲載の「重点政策」以外の政策・
制度については、連合のホームページに掲載
し、適宜更新しています。
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/seisaku_jitsugen/teigen/

■�連合の重点政策
 働く者・生活者が真に求める声を結集した「政策・制度 要求と提言」の中から、次年度予算に反
映すべきこと、法案審議等に関することなどを中心に取りまとめたものが「連合の重点政策」（本文
P2〜5）です。実現に向けて、各省庁・政党への要請などを行っています。

■�社会保障・教育・税制に関する政策構想
 社会保障と教育制度の充実をはかり、誰もが必要な給付やサービスを享受し、その負担を社会全体で
分かち合うことで、誰一人として取り残されない活力ある社会を創り出していくための３つの政策構想
https://www.jtuc-rengo.or.jp/activity/seisaku_jitsugen/teigen.html

＊それぞれの政策とＳＤＧｓとの関係性は、各ページのマークでご確認ください。

連合の政策提言
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後　記 ～連合静岡政策集第 2 版の発行にあたって～

近年、世界各地で大規模な自然災害が多発する中、日本国内においても例外
ではなく、相次ぐ大地震や水災害、地球沸騰化など、私たちを取り巻く環境は
これまで以上に自然との共生や防災・減災が必要とされております。また、生
活面において、賃上げ機運は高まるものの一部企業の限定的なものであり、賃
金格差が広がる傾向の中、とどまることのない物価上昇により実質賃金は低下
の一途をたどり、先進国はもとよりアジアの中での優位性も低くなってきてい
ます。
その中で、連合は「働くことを軸とする安心社会」を目指し、勤労者・生活
者の視点に立った政策立案と実現に向けた活動に日々取り組んでいます。とり
わけ連合静岡においては、正規・非正規にかかわらず「すべての労働者」にとっ
て多様性を認め合い、誰もが安心して働き続けられる環境を整備すべく、連合
静岡が理想とする社会像を連合静岡政策集として編集し、この度第 2 版を発行
することといたしました。
引き続き地域に根差した労働運動を推進するにあたり、働く仲間の思いを大
切にし、地域社会にとってなくてはならない存在感のある連合静岡を目指し、
各級推薦・支持議員や地協の皆様と連携しながら県や各市町行政に要請を続け
てまいります。各地域における議会活動や行政への要請行動の際、ご活用いた
だくことを期待いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2024 年 10 月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連合静岡

　　　事務局長　今泉　竜
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